
別紙三

労働福祉の状況

建設業の営業継続の状況

防災活動への貢献の状況

法令遵守の状況

建設業の経理の状況

研究開発の状況

建設機械の保有状況

国際標準化機構が定めた規格による登録の状況

若年の技術者及び技能労働者の育成及び確保の状況

知識及び技術又は技能の向上に関する取組の状況
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0二級登録経理試験合格者等の数

新規若年技術職員の割合(Ｃ／Ａ)

〔1.有、2.無 〕

  1.会計監査人の設置、2.会計参与の設置、
  3.経理処理の適正を確認した旨の書類の提出、4.無
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日本年金機構から健康保険の被保険者

の適用除外承認を受けて国民健康保険

組合（建設国保等）に加入している場合

は「３」適用除外を記入。

（減点対象ではありません。）

初めて許可（登録）を受けた日から審査基準日ま
での満年数を記入（休業期間は除きます）。

国、特殊法人等又は地方公共団体との間で防災
活動に関する協定を締結している場合は「１」を、
締結していない場合は「２」を記入。

審査基準日直前１年間に営業停止・指示処分を
受けた場合は「１」を、それ以外の場合は「２」を
記入。

ショベル系掘削機、ブルドーザー、トラクターショベル、モーターグレーダー、大
型ダンプ車、移動式クレーンの保有台数を記載。いづれの建設機械も審査基
準日時点で所有又は１年７月以上のリース契約が締結されており、法定検査
が行われていることが必要。

５０％＞１５％以上のため ⇒ 該当

２５％＞１％以上のため ⇒ 該当

審査基準日以前３年間に、能力評価基準による評価の区分が１以上

レベルアップした人の数。様式第５号技能者名簿と一致する。

ＣＰＤ単位内訳一覧表で計算した

単位数と一致する

審査基準日以前３年間に建設工事の施工に従事した者（施工体制台帳の作業員名簿に氏名が記載

される者）の数。ただし、建設工事の施工の管理のみに従事した者（例：監理技術者や主任技術者等）

を除く。

審査基準日の３年前の日以前にレベル４と判定された者の数。

様式第５号技能者名簿と一致する。

別紙２「技術職員名簿」と様式４

号「技術者一覧表」の合計と一致


